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児

画値 0.0 0.0 0.

教
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育
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の
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実績値 0.

提

0 0.0 0.0 0.0

供

0.0 0.0 0.0 0

主

.0 0.0 0.0 0.

管

0

基準日（4月1日）

部

時点の保育の待機児童

局

数
算定式、
データの
出

質

健

所等

急速な保育需要の

康

拡大に対応するため、

未

公立保育所の整備を行

来

うと同時に、民間保育

部

等施設の誘致を進め
計

主

画値、 、保育の受け皿

管

確保に努めました。ま

課

た、既存の認可外保育

幼

施設を積極的に支援し

児

、保育の質の向上を進

の

教

実績値の めました。
推

育

移に関する 今後も、大

保

府市児童福祉施設等再

育

編計画に基づき、待機

課

児童を出さないよう保

関

育の受け皿を確保して

係

いく
分析と評価 必要が

課

あります。

幼児

高

教育保育課

２　施策が

い

目指す大府市の姿
子育

保

て世帯のニーズに対応

育

した多様で質の高い保

・

育・教育が提供されて

幼

おり、保護者、保育・

児

幼児教育事

内容 業者、

結
教

地域、行政が連携して

育

子どもたちの未来を育

の

むまちになっています

提

。

供

３　令和 5年度　施策フルコスト（単位：千円）
 歳出（使ったお金） R 5決算 R 6予算
 (1)人

果

件費 1,361,770 0
 (2)事業費 2,660,715 395,093
 フルコスト（歳出合計） 4,022,485 395,093
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金

の

） 927,268 202,497
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 475,565 1,837
 (3)市債（市の借金） 0 0

１

 (4)その他特定財

　

源（使い途が決まって

第

いるお金） 212,0

６

72 0
 (5)一般財

公

次

源（市税収入など） 1

大

,045,810 19

府

0,759
 歳入合計

市

2,660,715 3

総

95,093

合計画にお

４

表

け

　「みらいの健康」指

る

標（施策評価指標）
有

位

効性指標１

指標名 「幼

置

児期の保育・教育の充

づ

実に満足している」市

け

民の割合 単位 ％

現状値

、

54.3

年度 R 2 R

担

 3 R 4 R 5 R 

当

6 R 7 R 8 R 9

課

R10 R11 R12

計

施

健

画値 56.0 56.0

康

58.0 58.0 60

領

.0 60.0 62.0

域

62.0 64.0 64

み

.0 65.0

実績値 6

ら

2.8 62.8 62.

い

4 62.4 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0 0.0

市民意識

康

調査の「幼児期の保育

策

政

・教育の充実」に対す

策

る満足度で「満足」又

子

は「おおむね満足」と

ど

答えた
算定式、

市民の

も

割合
データの
出所等

大

が

府市児童福祉施設等再

輝

編計画に基づき、公立

く

保育所と私立の保育施

ま

設等のそれぞれの強み

ち

を生かし、質
計画値、

名

施

の高い持続可能な保育

策

運営に努めました。
実

質

績値の
推移に関する
分

の

析と評価

有効性指標２

高

指標名 保育所などの待

い

機児童数 単位 人

現状値

保

10.0

年度 R 2 R

育

 3 R 4 R 5 R 

・

6 R 7 R 8 R 9

幼

R10 R11 R12

計



評価
　

R

の方向性
Ｂ：現状のま

1

ま継続
社会福祉法人等

2

に保育の実施を委託す

計

ることで、多様な保育

画

ニーズや増加する３歳

値

未満児の保育需要に対

0

応します。

.0 0

質

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

高

0.0 0.0 0.0

実

い

績値 0.0 0.0 0.

保

0 0.0 0.0 0.0

育

0.0 0.0 0.0 0

・

.0 0.0

算定式、
デ

幼

ータの
出所等

計画値、

児

実績値の
推移に関する

結
教

分析と評価

育の提

事務事業名

供

課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

保育所運営事 幼児教育保育 1,206,344 保護者の満足度
妥当性 Ａ業 課 (1,20

果

6,344) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 100.0
単年度実績値 97.4
単年度達成率 97.4%

効率性 Ａ最終目標に 139.1%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
入所枠の拡大や民間保育所の利用拡

の

大により不足する保育士の確保に努めるとともに、公私立のバランス
を考慮して保育園の適正配置を進める必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重

公

要指標 評価点
（前年度

有

比）
給食事業 幼児教育

効

保育 375,967 保

性

健所指摘事項の改善割

指

合
妥当性 Ａ課 (375

標

,967) 指標名

有効

３

性 Ａ単年度計画値 10

指

0.0
単年度実績値 1

標

00.0
単年度達成率

名

100.0%
効率性 Ａ

表

単

最終目標に 100.0

位

%
対する達成率

　事務

現

事業の方向性
Ｂ：現状

状

のまま継続
離乳食対応

値

児や食物アレルギー児

0

の増加・食の多様化・

.

働く保護者の食への関

0

心など、食を取り巻く

年

環境
は大きく変化して

度

います。自園調理によ

施

R

り、可能な限り素材か

 

らの調理、薄味でもお

2

いしい料理、子ども
の

R

状況に配慮した食事の

 

提供に心がけます。ま

3

た、保健所の指導に基

R

づき、衛生管理を遵守

 

するとともに
、自然栽

4

培の農産物の提供、フ

R

ードロス、ＳＤＧｓな

策

 

ど環境に配慮した事業

5

を展開していきます。

R 6 R

事務事業名 課名 フルコ

 

スト 最重要指標 評価点

7

（前年度比）
私立保育

R

園運 幼児教育保育 1,

 

117,882 私立保

名

8

育園の定員充足率（年

R

次ごとの平均
妥当性 Ａ

 

営事業 課 (1,117

9

,882) 指標名 ）

有

R

効性 Ａ単年度計画値 8

1

5.0
単年度実績値 9

0

1.6
単年度達成率 1

R

07.8%
効率性 Ａ最

1

終目標に 91.6%
対

1

する達成率
　事務事業



評価
　

小

行えるよう指導・確認

規

を行っていきます。

模保育事業所の定

質

員充足率（年次ごと
妥

の

当性 Ａ付事業 課 (13

高

2,870) 指標名 の

い

平均）

有効性 Ａ単年度

保

計画値 85.0
単年度

育

実績値 103.2
単年

・

度達成率 121.4%

幼

効率性 Ａ最終目標に 1

児

03.2%
対する達成

結
教

率
　事務事業の方向性

育

Ｂ：現状のまま継続
市

の

民のニーズを把握し、

提

運営方法や定員設定な

供

どを運営法人と協議していく必要があります。

事務事業名 課名 フル

果

コスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

認定こども園 幼児教育保育 734,234 認定こども園（2・3号認定こども）定員充
妥当性 Ａ事業 課 (734,234) 指標名 足率（年次ごとの平均）

有効性 Ａ単年度計画値 85.0

の

単年度実績値 96.6
単年度達成率 113.6%

効率性 Ａ最終目標に 96.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
市民のニーズを把握し、運営方法や定員設定などを運営法人と協議していく必要がありま

公

す。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評

事

価点
（前年度比）

認可

務

外保育施 幼児教育保育

事

39,091 認定保育

業

室等入所児童の延べ数

名

（補助対象
妥当性 Ａ設

表

課

事業 課 (39,091

名

) 指標名 ）

有効性 Ａ単

フ

年度計画値 522.0

ル

単年度実績値 619.

コ

0
単年度達成率 118

ス

.6%
効率性 Ａ最終目

ト

標に 118.6%
対す

最

る達成率
　事務事業の

重

方向性
Ｂ：現状のまま

要

継続
市民が安心してこ

施

指

どもを預けられるよう

標

保育の質的向上を目指

評

し、施設への巡回指導

価

を徹底しています。
多

点

様な保育ニーズに対応

（

するため、民間事業者

前

を支援することは市が

年

実施すべき事業です。

度

 

比

策

）
地

事務事業名 課名 フル

域

コスト 最重要指標 評価

型

点
（前年度比）

幼稚園

保

事業 幼児教育保育 16

育

5,665 幼稚園在園

給

児を対象とした一時預

幼

かりの延
妥当性 Ａ課 (

児

165,665) 指標

教

名 べ利用人数

有効性 Ａ

名

育

単年度計画値 30,5

保

29.0
単年度実績値

育

19,829.0
単年

1

度達成率 65.0%
効

3

率性 Ａ最終目標に 65

2

.0%
対する達成率

　

,

事務事業の方向性
Ｂ：

8

現状のまま継続
幼児教

7

育・保育の無償化に伴

0

う給付や補助を適正に



評価
　

整備園数
妥当性 Ａ業 課

質

(116,628) 指

の

標名

有効性 Ａ単年度計

高

画値 7.0
単年度実績

い

値 10.0
単年度達成

保

率 142.9%
効率性

育

Ａ最終目標に -
対する

・

達成率
　事務事業の方

幼

向性
Ｂ：現状のまま継

児

続
限られた財源の中で

結
教

、優先順位付けした計

育

画的な施設整備が必要

の

です。

提

６　施策の

供

事後評価
待機児童対策、公立・私立の強みを生かした多様な保育サービスの提供、保育士配置基準の見直し、保育

現状認識 士確保、無

果

償化等による保育所等の運営コストなどの課題があります。
（施策を  

とりまく状況
の変化や課題

等）

大府市児童福祉施設等再編計画に基づき、公立・私立のバランスを考慮した施設整備を進め、待機児童を
出さないように

の

適切な保育量を提供するとともに、それぞれの強みを生かした多様な保育サービスを提供
施策の推進 します。
に向けた 地区ごとに公立拠点園を設けるとともに、地区における保育必要量や施設の経過年数を踏まえ、計画的な

公

今後の方針 保育所配置を進めます。
保育園等の円滑な運営ができるよう、公立・私立ともに持続的な保育士確保

事

策を計画的に進めます

務

。

事業名

表

課名 フルコスト 最重要

施

指標 評価点
（前年度比

策

）
保育所整備事 幼児教

名

育保育 116,628



評価
　

ど

機関の充実に満足して

も

いる」市民の割 単位 ％

の

合 現状値 41.0

年度

健

R 2 R 3 R 4 R

や

 5 R 6 R 7 R 

か

8 R 9 R10 R11

な

R12

計画値 43.0

成

43.0 44.5 44

長

.5 46.0 46.0

を

47.5 47.5 49

子

喜

.0 49.0 50.0

び

実績値 47.2 47.

合

2 47.2 47.2 0

え

.0 0.0 0.0 0.

る

0 0.0 0.0 0.0

環

市民意識調査の「子育

境

てについて困ったとき

づ

に相談できる人・機関

く

の充実」に対する満足

り

度で「満足」又
算定式

ど

主

、
は「おおむね満足」

管

と答えた市民の割合
デ

部

ータの
出所等

令和４年

局

度の市民意識調査では

健

、前回調査時と同じ4

康

7.2％で、目標値で

未

ある44.5％を上回

来

っています。相
計画値

部

、 談支援体制の充実を

主

図ってきたことによる

も

管

ものと思われます。今

課

後も引き続き相談支援

子

体制の充実を図り
実績

ど

値の ます。
推移に関す

も

る
分析と評価

未来課
関係

の

課 子ども未来課、学校

健

教育課

２　施策が目指

や

す大府市の姿
地域のつ

か

ながりの中で全ての保

な

護者が安心して子育て

成

ができ、子どもの健や

結
長

かな成長を喜び合える

を

環境が

内容 形成されて

喜

います。

び合

３　令和 

え

5年度　施策フルコス

る

ト（単位：千円）
 歳

環

出（使ったお金） R 

境

5決算 R 6予算
 (

づ

1)人件費 457,5

果
く

64 0
 (2)事業費

り

708,423 202,933
 フルコスト（歳出合計） 1,165,987 202,933
 歳入（お金の出所） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 95,887 29,1

の

60
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 43,687 29,160
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途が決まっているお金） 27,781 0
 (5)一般財源（市税収入など） 541,0

公

68 144,613
 歳入合計 708,423 202,933

１　第６次大

４　「みらいの健康

府

」指標（施策評価指標

表

市

）
有効性指標１

指標名

総

「子どもを産み・育て

合

やすい環境の整備に満

計

足している」市民の割

画

合 単位 ％

現状値 53.

に

9

年度 R 2 R 3 R

お

 4 R 5 R 6 R 

け

7 R 8 R 9 R10

る

R11 R12

計画値 5

位

6.0 56.0 58.

施

置

0 58.0 60.0 6

づ

0.0 62.0 62.

け

0 64.0 64.0 6

、

5.0

実績値 62.9

担

62.9 61.9 61

当

.9 0.0 0.0 0.

課

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0

市民意識調査の

康

「子どもを産み・育て

領

やすい環境の整備」に

策

域

対する満足度で「満足

み

」又は「おおむね満足

ら

算定式、
」と答えた市

い

民の割合
データの
出所

の

等

令和４年度の市民意

健

識調査では、前回調査

康

時に比べ１ポイント低

政

下しましたが、目標値

策

である58％を上回
計

子

画値、 っています。独

名

ど

自の子ども・子育て施

も

策の充実を図ってきた

が

ことによるものと思わ

輝

れます。今後も子ども

く

実績値の ・子育て施策

ま

の充実を図ります。
推

ち

移に関する
分析と評価

施

有効性指標２

指標名 「

策

子育てについて困った

子

ときに相談できる人・



評価
　

 

業 (17,062) 指

5

標名

有効性 Ａ単年度計

R

画値 138.0
単年度

 

実績値 110.0
単年

6

度達成率 79.7%
効

R

率性 Ａ最終目標に 79

 

.7%
対する達成率

　

7

事務事業の方向性
Ｂ：

R

現状のまま継続
保護者

 

自身が対人関係を築き

子

8

にくかったり、臨機応

R

変な子育てが難しい傾

 

向があります。保護者

9

や子ども
の個性に合っ

R

た関わりを学んでいく

1

ことが必要です。

0 R11

ど

R12

計画値 0.0 0

も

.0 0.0 0.0 0.

の

0 0.0 0.0 0.0

健

0.0 0.0 0.0

実

や

績値 0.0 0.0 0.

か

0 0.0 0.0 0.0

な

0.0 0.0 0.0 0

成

.0 0.0

申込み児童

結
長

のうち入所基準を満た

を

した児童（人）－登録

喜

児童（人） ※通年
算

び

定式、
データの
出所等

合

待機児童ゼロを維持し

え

、目標を達成していま

る

す。
計画値、
実績値の

環

推移に関する
分析と評

境

価

づ
果

くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

子ども・子育 子ども未来課 16,608 子ども・子育て会議の開催回数 
妥当性 Ａて支援事業計 (16,608) 指標名

画推進事業

有効性 Ｂ

の

単年度計画値 4.0
単年度実績値 4.0
単年度達成率 100.0%

効率性 Ｂ最終目標に 200.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
計画に定めた各種事業の達成状況について点検・評価を行い、子ども

公

・子育て会議委員から要望や意見を
いただき、本市のこども・子育て政策に生かすことで、効率的な行政運営を行っていきます。

有

事務

効

事業名 課名 フルコスト

表

性

最重要指標 評価点
（前

指

年度比）
子育て支援セ

標

子ども未来課 33,6

３

42 子どもステーショ

指

ン利用人数
妥当性 Ａン

標

ター事業 (33,64

名

2) 指標名

有効性 Ａ単

放

年度計画値 42,00

課

0.0
単年度実績値 2

後

0,755.0
単年度

施

ク

達成率 49.4%
効率

ラ

性 Ａ最終目標に 49.

ブ

4%
対する達成率

　事

の

務事業の方向性
Ｂ：現

待

状のまま継続
継続的に

機

利用される保護者の中

児

には、育児不安やメン

童

タルの問題、子どもの

数

育てにくさ等を抱えて

単

いる方
も多くいます。

策

位

気になる親子にはそれ

人

ぞれの立場の職員が見

現

守り、必要な声掛け等

状

を行います。新型コロ

値

ナウイルス感染症の規

0

制緩和はされましたが

.

、他の感染症の流行の

0

ため、引き続き感染防

年

止対策を講じた
上で、

度

安心して利用できる環

名

R

境を用意します。

 2 R

事務

 

事業名 課名 フルコスト

3

最重要指標 評価点
（前

R

年度比）
親子育成支援

 

子ども未来課 17,0

4

62 ステップアップ教

R

室参加者数
妥当性 Ａ事



評価
　

2

目標に 100.7%
対

2

する達成率
　事務事業

,

の方向性
Ｂ：現状のま

0

ま継続
今後も相談体制

2

を維持しながら市民の

5

需要に応えられる事業

相

を展開します。

談件数

子

（延べ）
妥当性 Ｂ室事

ど

業 (22,025) 指

も

標名

有効性 Ａ単年度計

の

画値 3,500.0
単

健

年度実績値 4,593

や

.0
単年度達成率 13

か

1.2%
効率性 Ａ最終

な

目標に 131.2%
対

成

する達成率
　事務事業

結
長

の方向性
Ｂ：現状のま

を

ま継続
令和６年の児童

喜

福祉法の改正に合わせ

び

、こども家庭センター

合

を設置し、妊産婦から

え

継続した支援を実施す

る

る体制を強化し、児童

環

虐待の未然防止を図り

境

ます。

づ
果

くり

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

一時預かり事 幼児教育保育 69,189 一時的保育利用者数
妥当性 Ａ業 課 (69,189) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 5,000.0

の

単年度実績値 5,428.0
単年度達成率 108.6%

効率性 Ａ最終目標に 108.6%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ａ：拡大
保育園在園児以外の児童を受け入れることのできる緊急保育やリフレッシュ保育などを充実

公

させることで
、保護者の様々な保育ニーズに対応していきます。なお、一時的保育予約システムの導入による保護者の
利便性の向上やこども誰でも通園制度が令和8年度から開始されることを踏まえ、一時的保育との違いの

表

整理にも取り組む必要があります。

事務事

事務事業

業

名 課名 フルコスト 最重

名

要指標 評価点
（前年度

課

比）
病児保育事業 幼児

名

教育保育 6,958 利

フ

用人数
妥当性 Ａ課 (6

施

ル

,958) 指標名

有効

コ

性 Ｂ単年度計画値 45

ス

0.0
単年度実績値 9

ト

8.0
単年度達成率 2

最

1.8%
効率性 Ａ最終

重

目標に 21.8%
対す

要

る達成率
　事務事業の

指

方向性
Ｂ：現状のまま

標

継続
安心して子育てが

評

できるよう、各施設に

策

価

おいて受け入れ体制を

点

整え、派遣型病児保育

（

サービスを充実させ
る

前

ことで保護者の保育ニ

年

ーズに対応していきま

度

す。

比）
家

事務事業名 課名 フ

庭

ルコスト 最重要指標 評

名

児

価点
（前年度比）

母子

童

保健指導 健康増進課 2

相

02,989 こんにち

談

は赤ちゃん訪問実施率

子

妥当性 Ａ事業 (202

ど

,989) 指標名

有効

も

性 Ａ単年度計画値 95

未

.0
単年度実績値 95

来

.7
単年度達成率 10

課

0.7%
効率性 Ｂ最終



評価
　

1

成率 70.6%
効率性

5

Ｂ最終目標に 70.6

,

%
対する達成率

　事務

8

事業の方向性
Ｂ：現状

9

のまま継続
指定管理者

7

制度を有効に活用し、

整

民間のノウハウや人材

備

を生かした、魅力ある

施

サービスを引き続き効

設

率的
に提供していきま

子

数

す。

妥当性 Ａ整備事業 課

ど

(15,897) 指標

も

名

有効性 Ａ単年度計画

の

値 2.0
単年度実績値

健

4.0
単年度達成率 2

や

00.0%
効率性 Ａ最

か

終目標に -
対する達成

な

率
　事務事業の方向性

成

Ｂ：現状のまま継続
維

結
長

持管理コストが増加傾

を

向にあるため、限られ

喜

た財源の中で優先順位

び

付し、計画的な施設整

合

備を進めてい
く必要が

え

あります。

る環境

事務事業名

づ

課名 フルコスト 最重要

果
く

指標 評価点
（前年度比

り

）
児童センター 子ども未来課 36,148 児童老人福祉センター等運営委員会の開催

妥当性 Ａ統括事業 (36,148) 指標名 回数 

有効性 Ａ単年度計画値 2.0
単年度実績値 2.0
単年度達成率 10

の

0.0%
効率性 Ａ最終目標に 100.0%

対する達成率
　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
児童の遊び及び学習の場の提供や子ども会支援、高齢者の健康増進及び教養向上のための事業を実施する
ことで、児童健全育成

公

、子育て支援、高齢者の憩の場の拠点としての運営に努めます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

大府児童老人 子ども未来課 27,

表

614 年間利用人数
妥当性 Ａ福祉センター (

事

27,614) 指標名

務

事業

有効性 Ａ単年度計

事

画値 35,000.0

業

単年度実績値 54,3

名

26.0
単年度達成率

課

155.2%
効率性 Ｂ

名

最終目標に -
対する達

フ

成率
　事務事業の方向

施

ル

性
Ａ：拡大
地域づくり

コ

推進のため、子ども会

ス

支援を行いました。バ

ト

イオリンの里実現に向

最

けてバイオリンに触れ

重

る機
会を作ったり、講

要

座を計画的に実施した

指

りしました。また、こ

標

どもの体力向上に努め

評

、室内大型遊具を設
置

策

価

しました。今後も児童

点

健全育成の拠点、子育

（

て支援の場、高齢者の

前

憩いの場として運営を

年

行います。

度比）

事務事業名

児

課名 フルコスト 最重要

童

指標 評価点
（前年度比

名

セ

）
児童センター 子ども

ン

未来課 73,796 年

タ

間利用人数（神田児童

ー

老人福祉センター
妥当

幼

性 Ｂ指定管理事業 (7

児

3,796) 指標名 北

教

崎分館）

有効性 Ｂ単年

育

度計画値 26,600

保

.0
単年度実績値 18

育

,775.0
単年度達



評価
　

3

要があります。
の変化

0

や課題
等）

国では「子

,

ども未来戦略方針」を

1

策定し、次元の異なる

7

少子化対策の実現を目

8

指しています。本市に

会

おい
ても、子育て応援

員

都市おおぶに相応しい

数

施策を推進することで

妥

、安心してこどもを産

子

当

み、育てることがで
施

性

策の推進 きるまちづく

Ｂ

りを進めます。
に向け

事

た
今後の方針

業 (30,1

ど

78) 指標名

有効性 Ｂ

も

単年度計画値 3,33

の

0.0
単年度実績値 2

健

,303.0
単年度達

や

成率 69.2%
効率性

か

Ｂ最終目標に 67.7

な

%
対する達成率

　事務

成

事業の方向性
Ｂ：現状

結
長

のまま継続
児童（老人

を

福祉）センターによる

喜

子ども会支援を推進す

び

るとともに、関係部署

合

とも連携協力し、子ど

え

も会
活動の支援を行っ

る

ていきます。

環境づ

事務事業

果
く

名 課名 フルコスト 最重

り

要指標 評価点
（前年度比）

放課後児童健 学校教育課 337,050 放課後クラブの待機児童数
妥当性 Ａ全育成事業 (337,050) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 0.0
単年度実績値 0.0
単年度達成

の

率
効率性 Ｂ最終目標に

対する達成率
　事務事業の方向性
Ａ：拡大
入所児童増加に伴う待機児童の解消や指導員確保、労務管理等の事務負担の増加への対策として、民間運
営委託は有効です。本市においても、育成の質の

公

向上、人材の確保等のため、民間運営委託の拡大を検討
する必要があります。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

父子・母子寡 子ども

表

未来課 9,316 母子・父子自立支援員によ

事

る相談件数
妥当性 Ａ婦

務

福祉推進事 (9,31

事

6) 指標名
業

有効性 Ａ

業

単年度計画値 230.

名

0
単年度実績値 269

課

.0
単年度達成率 11

名

7.0%
効率性 Ｂ最終

フ

目標に 117.0%
対

施

ル

する達成率
　事務事業

コ

の方向性
Ｂ：現状のま

ス

ま継続
父子・母子自立

ト

支援員による相談支援

最

やひとり親家庭自立支

重

援給付金等の国の制度

要

を活用した支援を引き

指

続き実施するとともに

標

、更なる支援について

評

検討していきます。

策

価点

６　施策の事後評価

（

国では「こどもがまん

前

なか」の社会を実現す

年

るため、子ども家庭庁

度

が発足しました。本市

比

においてもこど
現状認

）

識 もの意見表明や社会

子

参画の機会を確保する

ど

ための取組を実施しま

名

も

す。また、こどもの意

会

見を十分反映した
（施

育

策を 「大府市こども・

成

若者計画（仮称）」を

子

策定するため、準備を

ど

進めています。
とりま

も

く状況 国や県の動向に

未

注視しつつ、本市の現

来

状に見合った特色ある

課

子育て施策を進める必

100.0%

100.0%



評価
　

心

現状値 5.0

年度 R 

身

2 R 3 R 4 R 5

と

R 6 R 7 R 8 R

も

 9 R10 R11 R1

に

2

計画値 4.8 4.5

健

4.3 4.0 3.8 3

康

.5 3.3 3.0 2.

で

8 2.5 2.4

実績値

知

4.1 4.6 5.9 6

恵

.5 0.0 0.0 0.

心

と

0 0.0 0.0 0.0

愛

0.0

小学校及び中学

を

校における不登校児童

持

生徒の割合
算定式、
デ

つ

ータの
出所等

社会の変

児

化に伴い、不登校（長

童

期欠席）となる要因が

生

多様化・複雑化してい

徒

ることにより、不登校

の

（長期
計画値、 欠席）

身

育

児童生徒が増加傾向に

成

あるため、こどもたち

主

の居場所づくりや相談

管

体制を充実し、総合的

部

な支援を
実績値の 積極

局

的に続けていく必要が

教

あります。
推移に関す

育

る
分析と評価

委員

と

会
主管課 学校教育課
関

も

係課 学校教育課

２　施

に

策が目指す大府市の姿

健

小中学校において、Ｉ

康

ＣＴ機器の活用や特別

で

な配慮を必要とする児

知

童生徒に対するケアな

結
恵

ど、時代に即し

内容 た

と

教育環境が適切に整備

愛

され、児童生徒一人ひ

を

とりの個性や能力を十

持

分に伸ばすことができ

つ

るまちになっ
ています

児

。

童生

３　令和 5年度

徒

　施策フルコスト（単

果
の

位：千円）
 歳出（使

育

ったお金） R 5決算

成

R 6予算
 (1)人件費 351,136 0
 (2)事業費 2,129,349 817,303
 フルコスト（歳出合計） 2,480,485 817,303
 歳入（お金の出所

の

） R 5決算 R 6予算
 (1)国庫支出金（国から出たお金） 69,939 92,747
 (2)県支出金（愛知県から出たお金） 5,817 11,284
 (3)市債（市の借金） 0 0
 (4)その他特定財源（使い途

公

が決まっているお金） 474,217 0
 (5)一般財源（市税収入など） 1,579,

１

376 713,272

　

 歳入合計 2,129

第

,349 817,30

６

3

次大

表

府市総

４　「みらい

合

の健康」指標（施策評

計

価指標）
有効性指標１

画

指標名 学校評価で「授

に

業がわかる」と答えた

お

児童生徒の割合 単位 ％

け

現状値 86.6

年度 R

る

 2 R 3 R 4 R 

施

位

5 R 6 R 7 R 8

置

R 9 R10 R11 R

づ

12

計画値 87.0 8

け

7.0 87.0 88.

、

0 88.0 88.0 8

担

9.0 89.0 89.

当

0 90.0 90.0

実

課

績値 84.4 89.5

健

87.7 87.4 0.

康

0 0.0 0.0 0.0

策

領

0.0 0.0 0.0

学

域

校評価で「授業がわか

み

る」と答えた児童生徒

ら

の割合
算定式、
データ

い

の
出所等

１人１台タブ

の

レットの整備を完了し

健

、全児童生徒がタブレ

康

ットの自宅持ち帰りに

政

より学習に励むことが

策

で
計画値、 きる環境が

名

子

整えられています。
実

ど

績値の 実績は前年度と

も

ほぼ横ばいで推移して

が

いますが、効果的な学

輝

習方法について、努力

く

を続ける必要がありま

ま

推移に関する す。
分析

ち

と評価

有効性指標２

指

施

標名 不登校児童生徒の

策

割合（中学校） 単位 ％



評価
　

6

0.0%
対する達成率

.

　事務事業の方向性
Ｂ

0

：現状のまま継続
時々

年

の必要な施策を見極め

度

、必要に応じて拡充や

R

縮小を検討します。

 2 R 

心

3 R 4 R 5 R 6

身

R 7 R 8 R 9 R

と

10 R11 R12

計画

も

値 67.0 68.0 6

に

9.0 70.0 71.

健

0 72.0 73.0 7

康

4.0 75.0 75.

で

0 75.0

実績値 0.

知

0 48.8 48.3 4

結
恵

1.2 0.0 0.0 0

と

.0 0.0 0.0 0.

愛

0 0.0

学校評価で「

を

年１回以上ボランティ

持

ア活動をした」と答え

つ

た生徒の割合
算定式、

児

データの
出所等

目標値

童

に達しなかった要因と

生

して、新型コロナウイ

徒

ルス感染症の影響によ

果
の

り、数年間、地域行事

育

が中止さ
計画値、 れる

成

ことが多かったことが考えられます。地域行事が再開した現在においても、参加意識が薄まっている
実績値の ことが考えられるため、周知を図っていく必要があります。

推移に関

の

する
分析と評価

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

学校総務管理 学校教育課 62,489 きらきらチャレンジの参加率（小学校）
妥当

公

性 Ａ事業 (62,489) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 90.0
単年度実績値 72.1
単年度達成率 80.1%

効率性 Ｂ最終目標に 80.1%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
事業

有

内容や金額の妥当性を

表

効

検討し、教育活動を支

性

援するために必要とな

指

る事業内容の予算化を

標

図ります。

３

指標

事務事業名

名

課名 フルコスト 最重要

中

指標 評価点
（前年度比

学

）
小学校運営事 学校教

施

生

育課 538,160 教

で

育用タブレット１台当

年

たりの児童数
妥当性 Ａ

１

業 (538,160)

回

指標名

有効性 Ａ単年度

以

計画値 1.0
単年度実

上

績値 1.0
単年度達成

ボ

率 100.0%
効率性

ラ

Ａ最終目標に 100.

ン

0%
対する達成率

　事

策

テ

務事業の方向性
Ｂ：現

ィ

状のまま継続
時々の必

ア

要な施策を見極め、必

活

要に応じて拡充や縮小

動

を検討します。

をした

事務事

生

業名 課名 フルコスト 最

徒

重要指標 評価点
（前年

名

の

度比）
中学校運営事 学

割

校教育課 221,63

合

8 教育用タブレット１

単

台当たりの生徒数
妥当

位

性 Ａ業 (221,63

％

8) 指標名

有効性 Ａ単

現

年度計画値 1.0
単年

状

度実績値 1.0
単年度

値

達成率 100.0%
効

6

率性 Ａ最終目標に 10



評価
　

70,305 公費負担

心

の補助教材等
妥当性 Ａ

身

興事業 (70,305

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 10.0
単年

に

度実績値 10.0
単年

健

度達成率 100.0%

康

効率性 Ａ最終目標に 1

で

00.0%
対する達成

知

率
　事務事業の方向性

結
恵

Ｂ：現状のまま継続
負

と

担軽減策について必要

愛

に応じて拡充や縮小を

を

検討します。

持つ児

事務事業

童

名 課名 フルコスト 最重

生

要指標 評価点
（前年度

徒

比）
中学校教育振 学校

果
の

教育課 86,898 公

育

費負担の補助教材等
妥

成

当性 Ａ興事業 (86,898) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 13.0
単年度実績値 12.0
単年度達成率 92.3%

効率性 Ａ最終目標に 150.0%
対する達成率

　事務事業の方

の

向性
Ｂ：現状のまま継続
負担軽減策について必要に応じて拡充や縮小を検討します。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

児童生徒指導

公

学校教育課 156,838 通級指導教室の設置校数
妥当性 Ａ推進事業 (156,838) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 7.0
単年度実績値 8.0
単年度達成率 114.3%

効率性 Ａ最終目標に 88.9%
対する達成率

　事務

表

事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
重度障がいのある児童生徒が市立

事

小中学校への通学を選

務

択する事例や、特別支

事

援学級相当の児童生徒

業

が普
通学級への在籍を

名

選択する事例が増えて

課

いること、また、医療

名

的ケア児法への対応や

施

フ

長期欠席児童生徒の
増

ル

加など、学校現場の状

コ

況が大きく変化してお

ス

り、今後も事業の更な

ト

る充実に努めます。

最重要

事

指

務事業名 課名 フルコス

標

ト 最重要指標 評価点
（

策

評

前年度比）
学校給食運

価

営 学校教育課 627,

点

503 残食率（小学校

（

）
妥当性 Ａ事業 (62

前

7,503) 指標名

有

年

効性 Ａ単年度計画値 0

度

.5
単年度実績値 0.

比

7
単年度達成率 140

）

.0%
効率性 Ａ最終目

小

標に 140.0%
対す

名

学

る達成率
　事務事業の

校

方向性
Ｂ：現状のまま

教

継続
引き続き、安心安

育

全な給食を安定的に提

振

供します。

学校教育課



評価
　

42,943 健康診断

心

受診率（児童生徒）
妥

身

当性 Ａ(42,943

と

) 指標名

有効性 Ａ単年

も

度計画値 100.0
単

に

年度実績値 98.9
単

健

年度達成率 98.9%

康

効率性 Ａ最終目標に 9

で

8.9%
対する達成率

知

　事務事業の方向性
Ｂ

結
恵

：現状のまま継続
性の

と

多様化や感染症等の変

愛

化への対応を適切に行

を

うとともに、児童生徒

持

・教職員への健康管理

つ

を引き続き
適切に行い

児

ます。

童生徒

事務事業名 課名

果
の

フルコスト 最重要指標

育

評価点
（前年度比）

小

成

学校施設整 学校教育課 537,316 工事件数
妥当性 Ａ備管理事業 (537,316) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値 12.0
単年度実績値 12.0
単年度達成率 100.0%

効率

の

性 Ａ最終目標に 100.0%
対する達成率

　事務事業の方向性
Ｂ：現状のまま継続
学校施設を取り巻く状況、児童生徒数の推移及び学校施設の状態を分析し、トータルコストの縮減を図り
、可能な限り学校施設を長く使い続

公

けられる整備（長寿命化）に努めていきます。

事務事業名 課名 フルコスト 最重要指標 評価点
（前年度比）

中学校施設整 学校教育課 277,489 工事件数
妥

表

当性 Ａ備管理事業 (277,489) 指標名

有効性 Ａ単年度計画値

事

6.0
単年度実績値 1

務

2.0
単年度達成率 2

事

00.0%
効率性 Ａ最

業

終目標に 200.0%

名

対する達成率
　事務事

課

業の方向性
Ｂ：現状の

名

まま継続
学校施設を取

施

フ

り巻く状況、児童生徒

ル

数の推移及び学校施設

コ

の状態を分析し、トー

ス

タルコストの縮減を図

ト

り
、可能な限り学校施

最

設を長く使い続けられ

重

る整備（長寿命化）に

要

努めていきます。

指標

策

評

事務

価

事業名 課名 フルコスト

点

最重要指標 評価点
（前

（

年度比）
大府市奨学金

前

学校教育課 7,120

年

奨学金基金の年度末残

度

高
妥当性 Ａ支給事業 (

比

7,120) 指標名

有

）

効性 Ａ単年度計画値 4

学

0,000.0
単年度

名

校

実績値 52,006.

保

0
単年度達成率 130

健

.0%
効率性 Ａ最終目

事

標に 130.0%
対す

業

る達成率
　事務事業の

学

方向性
Ｂ：現状のまま

校

継続
寄附金をいただけ

教

るよう、方策を検討す

育

る必要があります。

課



評価
　

を
とりまく状況
の変化

心

や課題
等）

教育環境の

身

変化に応じて適切な教

と

育活動が行えるよう必

も

要な施策を推進します

に

。

施策の推進
に向けた

健

今後の方針

康で知
結

恵と愛を持つ児童生徒
果

の育成
の

６　施策の

公

事後評価
社会全体の多

表

様性の広がりにより、

施

教育活動も変化に即応

策

する必要性が生じてい

名

ます。
現状認識
（施策


